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1は じめに















長野 県におけ る観光 ブロックは,大 きく8つ に分け られてお り,そ れ ぞ
れ共通 して山岳型 ではあ るがそ こには比較的多種多様 な保養及 び レジャー
施設が立地 してい る観光地 を形成 してい る。従 って,ど の ブロックにおい
て も1人 当 りの観光消費額 は行動パ ター ンを同 じと考え,そ れ ほど変わ ら
ないと見て よいであ ろう。 また,1997年には計画 された県 内 のICが ほぼ
建設 され,1998年2月には冬季 オ リンピックが 開催 され た。 こ こで は,
まず データの収集可能性 に照 ら して(3),冬季オ リンピックを1つ の観 光 イ
ベ ン トと して マクロ的視点 か ら2時 点(1995,1998)にっ いて産業連関分
析 を試み る。 っ いでその分析結 果 にもとついて考察 を行 う。 なお,以 下の
分析手順 は神頭,石 川お よび小沢(1998)にしたが ってい る。
1分 析の手順




素通りする観光旅行者の経済誘発効果(例 えば,サ ービスエリア,ガ ソリンス
タンドでの売 り上げなど)に ついては無視されているからである。










観光利用 自動車台数 とする。 また,県外観光利用自動車台数には乗用











ただ し,Pn+Pm=1で あ る。 また,unは 県 内観 光 に対す る効 用
(厳密 には確定項,以 下 同様),umは県外観光 に対す る効用,Pnは 県
内観光地 へ行 く確率,Pmは 県外観光地へ行 く確 率 を それぞ れ示 して
いる。 また,こ こで貸切バ スを利用す る観光旅行者 は観光施設が比較
的集積 した(ま たは比較的近接 した)観 光地を選択す る傾向が あるこ
とか ら,「面積 当 り観光施設数」 が集積(ま たはア クセ ス)水 準 を表




















とそれぞれ書き表わ され る。 ただ し,理 論上0〈un及 び0<um
になるように,すなわち1<n及び1<mの 条件を満たすように単位
を調整する必要があるが,そ の条件が満たされなくとも,上式の各々






スの運行回数を差 し引 くことによって,ICを利用 した県外乗用車に























2上 記ステ ップに もとつ く数値計算(1998年のケー ス)
(i)中央 自動車道 における8つ のIC,長 野 自動車道 にお け る7っ のIC及
び上信越 自動車道 における10のICを 対象 に ステ ップ1に もとつ いて推
計 された観光利用 の県外 自動車総台数 は10571877(台)であ る。 これ
よ りTATCを 計算す ると,TATC=5285939(回)であ る。 また,こ こ
で県内全ICを 利用す る自動車台数 は70999749台(mである ことか ら,IC
を利用す る県外 自動車 の県内観光地利用回数比(CARTR)は,







㈹ 県 内の貸切 バスにつ いては輸送人員が5203000人,運行 回数 が246156
回で あり(!2),長野県の面積当た り観 光 レク リエー ション施設数 は,1278
/13585km2=0.094,長野県を除 く全国面積 当た り観光 レク リエー ション
施設数 は,24374/364244km2=0.067であ る。















ステ ップ1か ら県 内と県外 との県内観 光地 利用 者比3.2:6.8を川 い
て県外 バスの輸送人員 と運行回数を計算す ると,輸 送人員 は6456923人,
運行回数 は305479(回)となる。
(ia)これ らの デ ー タは,「63バ ス の利 用 状 況 」 『なが の 県 勢 要 覧 』 ・F成10年版
に 掲 げ られ て い る。
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したが って,IC利 用の県外 自動 車によ る観光地利 用回数 は
10571877/2=5285939(回)





である。 さ らに,総 観光旅行消費額(TTC)はIC利 用 の県外 自動車 に
よる観光地利用者総数(TAT)に1人 当た り観 光消費 額(4552円)を
乗 じることによって,
TTC=18908073*4552=86069548296(円)
で ある。因 に,県 内総観光消費額 に対す るICを利 用 した県 外観 光地 利
用者 の年間総観光旅行消費額 の割 合 は,
86069548296/456500000000=0.189(18.9%)(1995年では17.1%)
で ある。 この比率か ら見 ると,高 速道 路ICを 利用 す る県外 観光 旅行 者
による経済効果 は,ほ ぼ2割 弱程度 と 予想 される。 また,県 外観光地 利
用者総数 に対す るIC利用の県外観光地利用者総 数(TAT)の 割合 は,
18908073/67100000=0.282(28.2%)(1995年では24.5%)
で ある。
次 にTTCが 長野県の産業 にどれ くらいの地域 経 済効 果 を もた らして
いるかを分析す るため に,産 業連 関表 との整合性 を計 ることか ら,国 内
旅行消費構成 にもとつ く消費額 を産業関連項 目に振 り分 ける必要がある。
㈹ ここで は,平 成2年 長野県産業連関表39部 門 を用 いる。『観光関連産
業の市場規模II』p.24から,交 通 関係 費:宿 泊 費:そ の他飲 食等=
28.44:28.56:43であ る。 また,同 資料p.15から,交 通 関 係費 の中 で
ガソ リン代:駐 車場 料金:他 の交通(有 料道路 等)=63:25:12で あ
































注)計 の費用(円)の 数値が推計されたTTCと 若干異なっているのは,構
成比の比率計算の際,誤 差が累計されたために生 じた結果である。以下
の分析ではこの数値が使われていることに注意を要する。
旅行 関連費 の費用構成 か ら計算 すると,商 業:宿 泊費 を除 く対個人 サー
ビス(飲 食,入 場料等):電 話 ・郵便 ・郵パ ック:宅 配便=47:49:0.8:
2.5である。したが って,上 記の項 目による構成比 は,表1に,ま た産業
連 関項 目に もとつ く費用構成比 につ いては表2に それぞれ掲 げ られて い
る。
3産 業連関分析結果
表2に もとついて,各項 目別費用を平成2年 および平成7年 における39




業種 1次生産誘発額 2次生産誘発額 生産誘発額 構成比
農林水産業 3.91 5.26 9.17 0.63
鉱業 0.35 1.・ 1.03 0.07
食料品 8.55 10.19 18.74 1.28
繊維製品 0.07 0.09 0.16 0.01
パ ル プ ・紙 ・木 製 品 1.78 2.64 4.43 0.30
化学製品 0.17 0.24 0.41 0.03
石油 ・石炭製品 0.49 0.67 1.16 11:
窯業 ・土石製品 0.64 0.96 1.60 0.11
鉄鋼 o.00 0.01 0.01 o.00
非鉄金属 0.03 0.05 1!: 0.01
金属製品 0.26 0.39 0.65 0.04
一般 機械 0.07 0.14 0.22 0.01
電気機械 0.14 0.23 0.38 0.03
輸送機械 0.11 0.17 0.29 0.02
精密機械 0.13 0.17 0.30 0.02
その他の製造工業製品 1.82 2.61 4.43 0.30
建設 6.63 9.39 16.03 1.09
電力 ・ガス ・熱供給 4.08 5.30 9.38 0.64
水道 ・廃棄物処理 8.43 10.81 19.24 1.31
商業 262.84 159.91 422.75 28.85
金融 ・保険 35.41 .. 84.24 5.75
不動産 17.74 22.86 40.60 2.77
運輸 99.20 73.22 172.4211.77
通信 ・放送 12.87 16.25 29.12 1.99
公務 0.30 0.60 1・1 0.06
教育 ・研究 1.28 2.00 3.28 0.22
医療 ・保健 ・社会保障 111 111 0.00 o.00
その他の公共サービス 1.52 2.04 3.55 0.24
対事業所サービス 24.27 33.26 57.53 3.93
対個人サービス 342.29 206.26 548.5637.43
事務用品 2.81 3.73 6.53 0.45
分類不明 3.51 4.87 8.39 0.57




業種 1次生産誘発額 2次生産誘発額 生産誘発額 構成比
農林水産業 4.72 6.35 11.07 0.63
鉱業 0.42 0.83 1.25 0.07
食料品 10.32 12.30 22.62 1.28
繊維製品 11: 0.11 0.19 0.01
パルプ ・紙 ・木製品 2.15 3.19 5.34 0.30
化学製品 0.20 0.29 0.49 0.03
石油 ・石炭製品 0.59 1:1 1.40 11:
窯業 ・土石製品 0.77 1.16 1.93 0.11
鉄鋼 0.00 o.ol o.oi 111
非鉄金属 0.04 0.06 0.10 0.01
金属製品 0.31 0.47 o.7a 0.04
一般機械 0.09 o.i7 0.26 0.01
電気機械 0.17 0.28 0.45 0.03
輸送機械 0.14 0.21 0.35 0.02
精密機械 0.16 0.20 0.36 0.02
その他の製造工業製品 2.20 3.15 5.35 0.30
建設 8.01 11.34 19.35 1.09
電力 ・ガス・熱供給 4.92 6.40 11.33 0.64
水道 ・廃棄物処理 10.18 13.05 23.22 1.31
商業 317.31 193.05 510.3628.85
金融 ・保険 42.74 58.96 101.705.75
不動産 21.42 27.60 49.01 2.77
運輸 119.75 88.40 208.1511.77
通信 ・放送 15.54 19.61 35.15 1.99
公務 0.36 0.72 1.08 o.os
教育 ・研究 1.54 2.41 3.96 0.22
医療 ・保健 ・社会保障 o.00 o.00 o.00 111
その他の公共サービス 1.83 2.46 4.29 0.24
対事業所サービス 29.30 40.15 69.45 3.93
対個人サービス 413.22 249.00 662.2337.43
事務用品 3.39 4.50 :・ 0.45
分類不明 4.24 .. 10.12 0.57




ここで は競争移輸入型産業連関表(付 録 を参照せ よ)に したが って行 な
われ,表3お よび表4か ら県内総生産額 に対 す るICを 利用 す る県外 観光




さらに,県 内観光総消費額 に対す るICを利用す る県 外観 光旅 行者 が も




また,県 内小売 り業生産額(販 売額)に 対 す るICを 利 用す る県 外観 光




っ いで,誘 発効果(倍)は,厳 密 には第1次 生産誘発効果(直 接+間 接
1次効果)と 第2次 生産誘発効果(消 費 を迂回す る効果)を 加 え た ものが
含 まれて いる。








である。 また,表3お よび表4か ら生産誘発額 を業種別にみ ると,構 成比
はほぼ同 じであ り,観 光 と最 も関 って いる対個 人サー ビス,商 業 が最 も高
く,つ いで運輸,金 融 ・保 険,対 事業所 サー ビス,不 動産 などが続 く,ま
た構成比 は小 さいものの額 は相対的に大 きいため,建 築補修,食 料品,事














同時に必要である。また,表3お よび表4か ら生産誘発額の構成比 はほと
んど同 じであるが,こ れは同 じ費用比率(表2)と 同 じ産業連関表(1995
年)を 用いていることによるものである。ここで,1995年と1998年を比
較すると前者に比べて後者の県内小売 り業生産額(販 売額)に 対するIC
を利用する県外観光旅行者が もたらす商業の生産額(誘 発額)の 割合が若
干高いのは,や はり冬季オ リンピックの効果ではないかと考え られる。因




■ 県外観光地利用者数 口 県内観光地利用者数
け る消費額 の割 合 は,673億円/4565億円=0.147(14.7%),県内観 光地
総 利川者に対す る長野 オ リンピックお よびパ ラ リンピック観光旅行 者数 の
割 合は,245万人/10028万人=0.024(2.4%)であ る。また長野オ リンピッ
クおよびパ ラ リンピック観光旅行者 当たりの消費額 は,673億円/245万人 二
2746911ヨで あ り,こ こでの分析 で用 いた1人 当 た り4552f'Jより も6倍 以
ヒ大 きい。 この ことは,表3お よび表4の 生産誘発額構成比 および表5か
ら過 去の県内におけ る観光地 利 用者 数 が それ ほ ど変 わ らな いわ りには"1'




もた らす商業の生産誘発額」 の割合 が1995年の1.16%と1998年の1.87%
にあ らわれてい ると見てよいであろ う。 な お,1997年に開通 した豊 田 ・
飯山ICお よび信濃 町ICに おける県外観光旅行 車台数(こ こでの推計値)
はそれぞれ年間224963台および147360台で あ り,そ の合計372323台は
県外観光利用 自動 車総台数(10571877)の3.5%にす ぎな く,こ れ らのIC
が建設 されな くともそ こに最 も近 いICが今 まで利 用 されて い た と考 えれ
ば,そ れほ ど県 内生産 に大 きな影響 を及 ぼさないとfIえよ う。






















能となる。 しか し,実際にはそれが存在 していないため,理 論的仮定が多
いのはやむをえない。それにしても,1998年の長野県の観光地利用者総
数が前年を ド回 っており,一般のスキー客が減 ったことによってICを利
用する観光旅行者の冬期 オリンピックによる経済効果は顕著に見られなかっ





i二居英二 ・浅利 一郎 ・中野親徳編(1996)「はじめよう地域産業連関表』 日本評
論社
土木学会(1995)『非集計行動モデルの理論と実際』丸善


















〈付録〉 移入競争 型産業連 関モデル
ここで用 いた産業連関モデル はベ ク トルで表す と以 下のよ うにな る。
X=AX十F十E-M=AX十F十E-1Vl(AX十F)
ただ し,Xは 生産高列 ベ ク トル,Aは 投入係数行列,Fは 最終需要列 ベ
ク トル,Eは 移出列 ベ ク トル,Mは 移入 列 ベ ク トルを それぞ れ示す。 こ
れよ り,Xは
X=[1-(1-M)A]一'[(1-M)F+E]
で表 され る。 ただ し,Mは 輸入係数行列 を示 す。 これよ り経 済波 及効 果
(生産誘発額)は
OX=[1-(1-1V1)A]一'(1-M)OF
で表 され る。 これを用 いて,2次 の経済波及効果 までの推 計が以 下 の2っ
の式 を用 いて行 なわれ る。 まず1次 生産誘発額 は
OX,_[1-(1-M)A]一'(1-M)OF
で推 計 され,っ いで2次 生産誘発額 は
OX2=[1-(1-M)A]一'(1-M)kOX,
によ って推計 され ることになる。 ただ し,kは 消費需要転換係数を示 して
いる。
ここで の転換係数 は,民 間 ・政府最終 消費支出/県 内総 支出を示 してお
り,こ れにっ いては 「平成7年(1995)長野県産業連関表」長野県企画 局
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情報政策課,2000年,p.105にしたが って いる。 これ よ り本 分析 に お い
て は,同 県の 平成7年 におけ る転換係数0.622を2時点 において採 用 した。
注)(一)及び■印の路線は,候補路線及び計画路線等をそれぞれ示す。
付図 長野県の高速交通網
出所 長野県企画局情報政策課編 「平成11年版ながの県勢要覧」'r成12年3月
17 一47
